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 当社が２０２６年１月５日に公表しました浜岡原子力発電所の新規制基準適合性審査に

おける基準地震動策定に係る不適切事案（以下「本事案」といいます。）に関し、貴委員会

令和８年１月１４日付け「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第６７条

第１項の規定に基づく報告の徴収について」（原規規発第２６０１１４１号）による報告徴

収に対し、２０２６年３月３１日付け、本原原発第４２号でご報告申し上げました。 

今回、報告徴収事項のうち「（３）設置するとしている第三者委員会による調査結果（事

実関係及び原因の調査並びに再発防止策の検討を含む。）」について当社から独立した外部

専門家のみで構成される委員会（以下「調査委員会」といいます。）の調査報告書を受領し

たことから、別紙のとおり、ご報告いたします。 

なお、報告徴収項目「（２）本事案の直接的原因及び根本的原因」及び「（５）（２）から

（４）までをもって特定した内容を踏まえた是正措置（組織的な改善に係る再発防止策を含

む。）」については、今後検討のうえ、改めて報告をさせていただく所存です。また、「（１）

本事案の事実関係及び経緯」及び「（４）本事案の確認された設置変更許可申請に係る同様

の事案の調査結果（同様の事案が確認された場合はそれらの事実関係、経緯、直接的原因及

び根本的原因を含む。）」につきましては、今後実施する根本的原因分析の結果や対策検討結

果等を踏まえ、必要に応じて追加調査を実施のうえ、改めて報告させていただきます。 

 

別紙：報告徴収項目毎の報告状況および今後の報告予定 
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（１）本事案の事実関係及び経緯 

調査委員会報告書（添付資料）のとおり。 

今後、根本的原因分析の結果等を踏まえ、必要に応じて追加報告する。 

 

（２）本事案の直接的原因及び根本的原因 

調査委員会報告書（添付資料）のとおり。 

今後、根本的原因分析の結果等を踏まえ報告する。 

 

（３）設置するとしている第三者委員会による調査結果（事実関係及び原因の調査並びに

再発防止策の検討を含む。） 

調査委員会報告書（添付資料）のとおり。 

 

（４）本事案の確認された設置変更許可申請に係る同様の事案の調査結果（同様の事案が

確認された場合はそれらの事実関係、経緯、直接的原因及び根本的原因を含む。） 

調査委員会報告書（添付資料）のとおり。 

今後、根本的原因分析の結果等を踏まえ、必要に応じて追加調査を実施し、その結果

を追加報告する。 

 

（５）（２）から（４）までをもって特定した内容を踏まえた是正措置（組織的な改善に

係る再発防止策を含む。） 

今後、（２）から（４）までをもって特定した内容を踏まえた是正措置（組織的な改

善に係る再発防止策を含む。）を報告する。 

 

添付：調査報告書（開示版） 

 

https://www.chuden.co.jp/publicity/press/__icsFiles/afieldfile/2026/09/14/20260914_1.pdf

